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Ⅰ これまでの行財政改革 

１．取組みの経過 

本市では、市長の諮問機関として公募市民や有識者で構成する「木津川市行財政改革推進委員会（以

下「委員会」という。）」を平成１９年１０月に設置して以降、有識者の見識と市民の立場からの幅

広い視点を取り入れた、「木津川市行財政改革大綱並びに推進計画・行動計画（計画期間：平成２０

年度～平成２４年度）」「第２次木津川市行財政改革大綱・行動計画（計画期間：平成２５年度～平

成２９年度）」「第３次木津川市行財政改革大綱・行動計画（計画期間：平成３０年度～令和４年度）」

を策定し、不断の行財政改革に取り組んできました。 

特に、第３次木津川市行財政改革大綱・行動計画期間では、合併後の一定期間に限り合併前の旧市

町村ごとに算定した普通交付税の合算額が保障される普通交付税合併算定替特例措置1が段階的に縮

減され、令和２年度をもって終了するといった、本市の財政運営上の大きな転換期を迎えることから、

２０２１（令和３）年度において、『３.５億円以上の改革効果を創出すること（対２０１７年度比）』

と『経常収支比率2を９６％未満に改善すること』を目標に掲げ、対策を講じてきました。  

また、行財政改革に関する職員研修や、財政健全化に向けた行財政改革項目の洗い出しを行うなど、

職員の意識醸成を図ることに加え、委員会が主体となり、事業仕分け（平成２１年度～平成２８年度）

を３９事業に対して実施することで、事務事業の見直しにつなげました。そして、令和元年度から令

和３年度まで新たな取組みとして外部評価を１２項目に対して実施することで行動計画の推進を図

るとともに、課題であった内部評価について、評価基準を新たに導入し適正な評価となるよう見直す

など、適正な進捗管理に向けた改善に努めてきました。 

 

２．取組みの成果 

これまで合併によるスケールメリットを最大限に発揮するため、まずは類似団体3を下回る職員定

数管理と時間外勤務削減による人件費の抑制、組織・事務の見直しによる効率化など、内部管理経費

の徹底したスリム化を図ってきました。そして、各種事務事業や団体等補助金の見直し、民間活力の

導入といった新たな手法の活用による公共施設マネジメントの推進など歳出削減に取り組むと同時

に、市税等の徴収体制の強化や受益者負担の適正化、未利用低利用資産の売却・貸付による有効活用、

企業誘致の促進、有料広告、ふるさと納税など、歳入確保に取り組んできました。その結果、平成   

２０年度から令和３年度までに累計９９.８億円の財政効果、平成３０年度から令和３年度は普通交

 
1
普通交付税合併算定替特例措置・・・市町村の合併に伴う普通交付税の激変を緩和するため、合併後の市町村に交付すべき普通交付税の額が 

合併関係市町村がなお存続するとみなして計算した額の合計額を下回らないようにすること。 

本市においては、平成１９年度から２７年度までの９年間は合併算定替増加額の全額が交付され、それ 

以降は段階的に縮減し、令和２年度を最後に終了した。 
2
経常収支比率・・・地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費など経常的経費に市税など経常一般財源収入 

がどの程度充当されているかを見るものであり、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。 
3
類似団体・・・市町村の態様を決定する要素のうちで最もその度合いが強く、しかも容易、かつ、客観的に把握できる「人口」と「産業構造」 

によりグループごとに分類された地方公共団体。本市は、「都市 Ⅱ－３」に分類されている。 
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付税合併算定替終了対策額約７.７億円を創出しました。また、経常収支比率では、平成２８年度決

算の９７.８％から令和３年度決算は８９.４％となり、８.４ポイント改善することができました。 

こうした取組みと同時に普通交付税合併算定替逓減対策基金4の造成と計画的な繰入れを行うこと

などによって、普通交付税合併算定替特例措置の段階的な縮減と令和２年度での終了による市民サー

ビスへの影響を最小限にとどめ、行財政改革による財政効果と限られた資源を有効に活用しながら、

子育て支援や福祉・健康増進、教育など、魅力あふれるまちづくりを推進したことで、人口が増加す

るなど、市の発展につながったものと考えています。 

 

 

 

■財政効果額累計 

 

 

 

 

 

 

 

■普通交付税合併算定替終了対策額 

 

 

 

 

 

 

 

■経常収支比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4
普通交付税合併算定替逓減対策基金・・・平成２８年度以降の普通交付税の合併算定替の逓減に伴う急激な市民サービスの低下を抑制し、持続

可能な財政運営を図るため、平成２６年度に設置した基金。 

第１次・第２次 

（平成２０年度～平成２９年度） 

約６２.４億円 

第３次 

（平成３０年度～令和３年度） 

約３７.４億円 

 ２０２１（令和３）年度において

３.５億円以上の改革効果 

を創出（対２０１７年度比） 

 

２０２１（令和３）年度末現在 

約７.７億円 

 

２０２１（令和３）年度決算において

９６％未満に改善 

（平成２８年度決算９７.８％） 

 

２０２１（令和３）年度決算 

８９.４％ 

目 標 

目 標 

実 績 

実 績 
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３．取組みの課題 

これまでの行財政改革において多くの成果が得られた一方で、長期的な視点が必要な取組みや、課

題等の難度の高さなどから検討段階にとどまり具体的な取組みに至っていない、もしくは目標を達成

していない項目があります。こうした取組みについては、取組状況等を勘案しながら取組みの方向性

や内容・方法を検証し、継続すべきと判断する場合は、目標達成に向け必要な見直しを行います。 

 

■第３次木津川市行財政改革行動計画進捗状況（令和３年度末現在）          

 

 

次に、進捗管理の課題として、これまでから内部評価にありがちな寛大化・中心化傾向5が見られ、

評価も曖昧で客観性に欠けているとの指摘を受けていました。そのため、令和２年度の取組状況に対

する内部評価から、客観的な評価によることへと改善を図りました。 

しかしながら、委員会による外部評価において、市の内部評価に対して対象とされた１２項目のう

ち約６割にあたる７項目で厳しい外部評価結果となりました。このことは、令和４年３月にまとめら

れた外部評価実施結果報告の総括として、「内部評価と外部評価に乖離が生じた要因は、行動計画の

取組内容として最終的な目標をどのように設定し、どのようなプロセスで取り組むのか、またその取

組みをどのように検証・評価し、必要な改善を図っていくのかといった部分の意識の違いにあったと

思われ、職員意識や説明責任能力の向上が求められる。」との意見が述べられています。 

そして、「今回の外部評価を通じて明らかとなった課題等の解決に向けたＣＨＥＣＫ＆ＡＣＴＩＯ

Ｎが適正に行われ、繰り返されることで、行動計画に対する職員の意識や説明責任能力の向上が図ら

れるとともに、行財政改革の視点に立ち、客観性や透明性、公平性が確保され、市民に開かれた市政

の推進へとつながることを期待する。」とまとめられています。この結果を踏まえ、ＰＤＣＡサイク

ル6による進捗管理の最適化に引き続き取り組んでいきます。 

 

 

 
5
寛大化・中心化傾向・・・評価が一般的に甘くなったり、中央に集まってくる傾向のこと。 

6
ＰＤＣＡサイクル・・・マネジメント手法の一種。計画を作成（ＰＬＡＮ）し、その計画を組織的に実行（ＤＯ）し、その結果を内部で点検（Ｃ

ＨＥＣＫ）し、不都合な点を改善（ＡＣＴＩＯＮ）したうえで、さらに、もとの計画に反映させていくことで、らせん

状に品質の維持・向上や環境の継続的改善を図ろうとするもの。 

■実施 □検討 ●集約 取組終了 計

6 0 4 0 10
15 2 3 3 23
16 7 2 19 44
4 2 1 1 8
9 15 2 7 33

50 26 12 30 118
42.4% 22.0% 10.2% 25.4% 100%割合（％）

重点改革項目＼区分

１　協働の市政の推進

２　行財政運営体制の確立

３　事務事業の見直し

４　公共施設の総合管理

５　行財政システムの確立

合計
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Ⅱ 本市の現状 

 

１．人口推計 

第２次木津川市総合計画（以下「総合計画」という。）における将来人口の見通しによると、 

２０３３年の８０,３４４人をピークに人口が減少に転じ、２０３８年には７９,３００人と減少は緩

やかですが、生産年齢人口（１５歳～６４歳）の減少と高齢者人口（６５歳以上）の増加によって、 

２０４３年以降は、高齢者人口の割合が右肩上がりに増加するため、人口減少の始まりは全国的な傾

向より遅く、かつ急速な高齢化の進展が見込まれます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（2010 年～2020 年）、住民基本台帳（2022 年 3 月末現在）、第 2 次木津川市総合計画（2023 年～） 

   2010 年、2015 年は総数に年齢不詳も含むため、内訳を合計しても総数と一致しない。 

総数に    
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２．財政状況 

 （１）普通会計決算額の過去１０年間の推移（平成２４年度～令和３年度） 

普通会計7では、人口増加とともに決算規模が大きくなっています。令和２年度では新型コロ

ナウイルス感染症対策、特に一人１０万円の特別定額給付金の支給によって過去最大の決算規

模となっています。 

   
 

 （２）経常収支比率の過去１０年間の推移（平成２４年度～令和３年度） 

財政構造の弾力性を判断する経常収支比率が平成２８年度決算において、経常的な支出に充

てられた一般財源の増加に対して、経常的に収入される一般財源が追い付かなかったことで、

９７.８％とピークを迎えましたが、令和３年度決算では８９.４％にまで改善しています。 

    

 ※臨時財政対策債を除く。なお、令和３年度府内１４市平均と類似団体の数値は、作成時点において未集計・未公表。 

 
7 普通会計・・・地方公共団体の会計は、「一般会計」と「特別会計」で構成されているが、地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているた

め、財政状況の統一的な掌握及び比較が困難であることから、地方財政状況調査（決算統計）で便宜的に用いられる会計区分。 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

歳入 268.7 272.0 259.6 305.8 304.2 316.0 289.9 284.7 386.5 350.0

歳出 262.4 267.1 253.0 299.7 299.5 312.5 285.2 278.2 379.1 335.4

200

250

300

350

【単位：億円】
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平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

木津川市 府内14市平均 類似団体

【単位：%】
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（３）基金残高（貯金額）の過去１０年間の推移（平成２４年度～令和３年度） 

市の貯金にあたる基金は、特定の目的のために積み立てられたものは、当該目的の事業の財

源として、あるいは年度間の財源調整を行うための財政調整基金からは当該年度の財源不足を

補うために繰り入れています。平成２７年度をピークに平成２８年度に８.１億円を取り崩して

以降、増減はあるものの事業の進捗や年度間の財源調整によって減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

   

（４）地方債残高（借入金）の過去１０年間の推移（平成２４年度～令和３年度） 

大規模事業の進捗や国の財源不足による普通交付税8の振替分となる臨時財政対策債9が年々

増加したことで増加傾向にありましたが、令和２年度以降は、地方債発行額が償還額を下回った

ことで減少傾向となっています。 

 

 
8
普通交付税・・・地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、すべての団体が一定の水準を維持し得るよう財源を補償する見地から、国が徴収 

する所得税、法人税、酒税、消費税及び地方法人税の一定割合を総額として、合理的基準により配分・交付される地方固有 

の財源。 
9
臨時財政対策債・・・地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第 5条の特例として発行される 

地方債。通常収支の財源不足額のうち、財源対策債等を除いた額を国と地方で折半し、国負担分は一般会計から交付税 

特別会計への繰入による加算（臨時財政対策加算）、地方負担分は臨時財政対策債により補填することとされている。 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

地方債残高 292.8 303.8 296.8 309.3 315.1 327.2 328.3 327.9 322.5 318.0

270
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320

330

340

【単位：億円】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

合 計 107.6 118.2 115.2 119.7 111.6 113.9 108.6 104.6 105.7 102.6

財政調整 43.5 48.2 42.6 44.2 40.6 40.0 39.9 40.1 42.4 45.1

合併算定替 8.2 10.3 11.6 11.7 11.2 9.9 7.8 5.6

減債 2.6 2.6 2.6 2.6 3.1 4.4 0.4 0.4 0.4 0.4

公共施設等 48.3 51.8 46.2 41.9 37.0 38.7 35.0 31.6 36.6 34.0

清掃センター 6.0 6.3 6.3 11.4 10.0 8.5 8.5 8.6 8.2 6.4

その他 7.3 9.3 9.3 9.3 9.4 10.6 13.6 13.9 10.3 11.0

0

20

40
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140
【単位：億円】

※四捨五入により内訳と合計が一致しない場合がある。 

－ － 
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  （５）財政健全化判断比率 

財政健全化判断比率10については、実質赤字比率11、連結実質赤字比率12はいずれも赤字や資金

不足が発生しておらず、実質公債費比率13、将来負担比率14についても早期健全化判断基準を下

回っており、指標上は適正な水準を推移しています。 

■実質公債費比率（３か年平均）の過去１０年間の推移（平成２４年度～令和３年度） 

     

■将来負担比率の過去１０年間の推移（平成２４年度～令和３年度） 

     

 

 
10
財政健全化判断比率・・・実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の 4つの財政指標の総称。地方公共団体は、こ

の健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準又は財政再生基準以上となった場合には、財政健全化計画又は財政

再生計画を策定し、財政健全化団体又は財政再生団体として、財政の健全化を図らなければならない。 
11
実質赤字比率・・・当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。 

12
連結実質赤字比率・・・公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準財政規模に対する比

率。 
13
実質公債費比率・・・当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率。 

14
将来負担比率・・・地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的

な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率。 

12.3 12.5 
12.0 

11.6 

11.0 

10.3 

9.6 
9.1 9.0 9.3 

9.9

9.1

8.6 8.4 8.4 8.5 8.5 8.5 8.2 

10.3 

9.6 

8.8 9.0 

6.9 
6.6 6.4 6.3 6.2 

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

木津川市 府内１４市平均 類似団体

（単位：%）

※令和３年度府内１４市平均と類似団体の数値は、作成時点において未集計・未公表。 

※令和３年度府内１４市平均と類似団体の数値は、作成時点において未集計・未公表。 
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３．人事行政 

（１）職員数の推移（各年４月１日現在）  

人口が１０年間で右肩上がりに増加する一方で、職員数は平成２５年の５０６人をピークに

平成３１年にかけて減少傾向となっていましたが、令和２年で保育士等を追加採用したことで

５００人となりました。その後は退職者数が採用者数を上回ることで、令和４年４月１日現在で

は、４８３人となっています。なお、総務省「類似団体別職員数の状況」によると令和３年度の

人口１万人あたりの本市の普通会計職員数は、５４.０２人であり、類似団体別職員数６３.６４

人を大きく下回っています。 

    

 

（２）年齢別職員構成（令和４年４月１日現在）  

合併前の各町での採用抑制などによって、３６～４０歳が他の年代と比べて少なくなってい

ます。 

    

 

500 

506 

501 
497 

500 
499 

491 490 

500 

491 

483 

71,057 

72,114 

72,359 

73,319 

74,561 

75,555 

76,447 

77,532 

78,413 
79,263 79,633 

66,000

68,000

70,000

72,000

74,000

76,000

78,000

80,000

82,000

480

490

500

510

520

530

540

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年

職員数 住民基本台帳人口

【職員数 単位：人】 【住基人口 単位：人】

0.4%
7.2%

14.5%

12.4%

7.5%

9.7%

15.7%

16.4% 13.0%

3.1%

0.0%

8.3%
8.3%

0.0%

8.3%

25.0% 25.0% 25.0%

0.0% 0.0%
0.4%

9.6%

12.2% 7.4%
10.0%

16.8%
15.7% 17.8%

10.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

20歳以下 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51～55歳 56～60歳 61歳以上

構成比 構成比（会計年度任用職員） 〔参考〕5年前の構成比
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また、２０歳以下～３５歳までの若い年代では女性職員の割合が高くなっています。 

   
※（  ）内は、フルタイム任用の会計年度任用職員を別掲としている。 

 

（３）部門別職員構成（各年４月１日現在） 

民生部門及び土木部門については、類似団体別職員数を上回っています。これは、子育て支援

に重点を置き、多様化する保育ニーズに対応するための保育士の配置や、学研地区の開発や既成

市街地の開発等に伴う公共公益施設の維持管理の増大に対応するための職員配置がその主な要

因となっています。 

 

 

 

20歳以下 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51～55歳 56～60歳 61歳以上 計

0 8 20 27 20 26 40 50 40 13 244

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

2 27 50 33 16 21 36 29 23 2 239

(0) (1) (1) (0) (1) (3) (3) (3) (0) (0) (12)

2 35 70 60 36 47 76 79 63 15 483

(0) (1) (1) (0) (1) (3) (3) (3) (0) (0) (12)

区分

職

員

数

男

女

計

〔木津川市〕 〔類似団体〕 （単位：人）

職員数

平30 平31 令２ 令３ 令４ 平30 平31 令２ 令３ 令４ 令３

議　　会 4 4 4 4 4 0 0 0 0 0 議　　会 6

総務・企画 80 82 80 83 83 ▲ 1 2 ▲ 2 3 0 総務・企画 103

税　　務 30 30 29 28 28 0 0 ▲ 1 ▲ 1 0 税　　務 32

労　　働 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 労　　働 0

農林水産 11 11 11 11 11 0 0 0 0 0 農林水産 15

商　　工 6 6 7 6 5 0 0 1 ▲ 1 ▲ 1 商　　工 12

土　　木 51 51 53 52 51 ▲ 1 0 2 ▲ 1 ▲ 1 土　　木 50

小　　計 182 184 184 184 182 ▲ 2 2 0 0 ▲ 2 小　　計 218

民　　生 167 163 169 165 165 1 ▲ 4 6 ▲ 4 0 民　　生 141

衛　　生 12 13 12 12 11 ▲ 3 1 ▲ 1 0 ▲ 1 衛　　生 26

小　　計 179 176 181 177 176 ▲ 2 ▲ 3 5 ▲ 4 ▲ 1 小　　計 167

361 360 365 361 358 ▲ 4 ▲ 1 5 ▲ 4 ▲ 3 385

63 64 69 66 62 ▲ 2 1 5 ▲ 3 ▲ 4 82

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

424 424 434 427 420 ▲ 6 0 10 ▲ 7 ▲ 7 467

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

25 24 23 22 22 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 1 0

11 12 12 12 11 ▲ 1 1 0 0 ▲ 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

31 30 31 30 30 ▲ 1 ▲ 1 1 ▲ 1 0

67 66 66 64 63 ▲ 2 ▲ 1 0 ▲ 2 ▲ 1

491 490 500 491 483 ▲ 8 ▲ 1 10 ▲ 9 ▲ 8

職　　員　　数 対前年増減数

（単位：人）

公営企業等会計部門計

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

一般行政部門計

教　　 　育

消　　 　防

普通会計計

総合計

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　院

水　　道

下 水 道

交　　通

そ の 他

一般行政部門計

教　　 　育

消　　 　防

普通会計計

部 門

区 分

部 門

区 分

（単位：人） 
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（４）第３次木津川市定員適正化計画 

定員適正化の基本的な考え方として、今後も想定される人口の増加、複雑高度化・多様化して

いく行政需要、地方分権に伴う権限移譲や社会保障制度の拡充、組織の活性化のための職員の年

齢構成の平準化等を踏まえ、適正な職員体制を維持・整備していく必要があります。その一方で、

国家公務員の総人件費削減の動向、会計年度任用職員制度や定年延長などの公務員制度の動向、

民間活力の活用等も見据えていかなければなりません。 

このため、行財政改革による行政の簡素化・合理化や事務の効率化、民間活力の活用等を図り

ながら、長期的な組織運営に必要な人材（人財）の計画的な確保、職員体制の確立を目指すこと

としています。 

 

計画期間：平成３１年４月１日から令和５年４月１日までの５年間 

対象職員：一般職の常勤の職員 

（再任用常時勤務職員及び他団体等からの派遣受入職員を含み、他団体等への派遣職員を除く。） 

    目標数値：今後、予想される行政需要に的確に対応しながら、最少の経費で最大の行政効果が

発揮できるよう効率的な行政運営や民間活力の活用等に取り組み、計画期間の５年

間に総職員数で４１人（８.４％）の削減を目標とします。 

 

  

 

■年次別目標数値（各年４月１日） （単位：人）

平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 増減計

減　員 22 32 26 14 28

増　員 17 19 17 8 14

差　引 ▲ 5 ▲ 13 ▲ 9 ▲ 6 ▲ 14
小計（職員数） 482 469 460 454 440

再任用 減　員 2 2 4 4 0

（常時勤
務職員）

増　員 6 5 3 0 4

差　引 4 3 ▲ 1 ▲ 4 4
小計（職員数） 8 11 10 6 10

490 480 470 460 450 ▲ 41
※一般職の減員は、定年退職者数及び普通退職者等の見込数。

※再任用（常時勤務職員）の増員は、定年退職者の３割を見込む。減員は、再任用職員の公的年金支給開始年齢に達する年度末
での退職者数を見込む。

区分

一般職 ▲ 47

6

総職員数（目標数値）

（単位：人）

計画期間

（１年目） （２年目） （３年目） （４年目） （５年目） 計

平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

‐

増減 ▲ 7 ▲ 5 ▲ 3 ‐

職員数 360 353 348 345

‐

増減 5 ▲ 3 ▲ 4 ‐

職員数 64 69 66 62

‐

増減 ▲ 2 ▲ 8 ▲ 7 ‐

職員数 424 422 414 407

‐

増減 0 ▲ 2 ▲ 1 ‐

職員数 66 66 64 63

‐

職員数 490 488 478 470

増減 ▲ 2 ▲ 10 ▲ 8

■定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）（各年4月1日現在）

※職員数は、一般職に属する職員数（教育長除く。任期付職員及び再任用常時勤務職員を含み、他団体等への派遣職員を除く。）

※増減は各年にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては、計画１年目以降現年までの職員増減数の累計を示す。

公営企業等会計 ▲ 3

合 計 ▲ 20

　　　　　　　　区　分
　部　門

普
通
会
計

一般行政 ▲ 15

教 育 ▲ 2

小 計 ▲ 17

‐
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（５）会計年度任用職員の任用状況 

令和２年度から運用が開始された制度で、事務補助員と保育士、幼稚園教諭、放課後児童クラ

ブでの任用割合が高くなっています。 

     

 

（６）人材（人財）育成 

職員の資質の一層の向上を図るため、本市の将来像や行政のあり方等を自分たちが創ってい

くという気構えを持ち、成長していく職員を育成していくための基本的な方針を明らかにする

ため、「木津川市職員人材育成方針」を平成２５年１１月７日に策定しています。職員が成長を

実感できる環境、システムを整備していくため、職員研修計画に基づく職員研修、人事評価制度

の運用、各所属でのＯＪＴ15の活性化、職員提案制度の活用、自主的勉強会活動への支援に取り

組んでいます。 

できない理由を探すのではなく、どうしたらできるのかを考え、 

                    問題を解決していく「問題解決力」を発揮する職員 

 

 
15
ＯＪＴ・・・オン ザ ジョブ トレーニングの略。職場内訓練のことで、従業員が業務を行う上で必要となる技術や能力を、担当する業務に

ついたまま教育を受けることを指す。 

🔶会計年度任用職員内訳（各年４月１日現在） （単位：人）

職種 令和２年 令和３年 令和４年 職種 令和２年 令和３年 令和４年

事務補助員 78 97 117 学校教育指導主事 6 5 5

用務員 34 39 40 社会教育指導員 1 0 0

技師 1 1 1 教育専門員 2 2 2

主任保育士 11 6 8 住民相談員 1 1 1

保育士 139 144 153 人権推進指導員 1 1 1

保育補助員 17 29 31 環境保全指導員 2 2 2

主任幼稚園教諭 5 4 4 就労支援員 3 3 3

幼稚園教諭 23 20 20 生活相談員 4 4 4

子育てコンシェルジュ 1 0 1 面接相談員 2 2 3

主任児童クラブ指導員 40 41 45 年金相談員 3 3 3

児童クラブ指導員 44 53 65 水道専門員 1 1 1

児童クラブ指導補助員 26 20 15 母子自立支援員 1 1 1

主任児童館指導員 4 4 4 介護認定調査員 9 9 10

児童館指導員 1 0 1 保健師 4 7 4

主任療育指導員 1 1 1 臨床心理士 3 3 3

療育指導員 5 5 5 管理栄養士 1 3 4

主任調理師 5 6 6 検診員（栄養士） 7 7 7

調理師 19 19 18 検診員（看護師） 4 4 4

調理補助員 6 7 6 検診員（歯科衛生士） 11 10 10

給食栄養士 3 2 4 検診員（保健師） 9 8 11

給食配膳員 23 24 23 主任司書 5 5 7

適応指導教室指導員 6 5 5 司書 28 30 28

特別支援教育指導員 24 25 26 発掘作業整理員 1 1 1

小学校英語講師・小中学校講師 3 3 2 発掘調査補助員 1 2 1

外国語指導助手 3 2 3 看護職員（新型コロナワクチン接種） 0 10 13

社会福祉士 0 1 1 学校看護師 0 0 3

522 558 605 合計 632 682 737

110 124 132 ※ 網掛けはフルタイム

職員像 
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４．公共施設マネジメント 

過去に建設された多くの公共施設等が、これから大量に建替えなどの更新時期を迎える一方で、地

方公共団体の財政は厳しい状況が続き、また、人口減少・少子高齢化等により今後の公共施設等の利

用需要が変化していくことが見込まれることから、公共施設等の全体を把握し、長期的な視点をもっ

て更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより財政負担を軽減・平準化するとともに、そ

の最適配置を実現し、時代に即したまちづくりを行っていくため、平成２６年４月、総務省は全国の

自治体に対して、公共施設等の総合管理計画の策定を要請しました。 

こうしたことを受け、公共施設等の機能を維持しつつ、可能な限り次世代に負担を残さない効果的・

効率的な公共施設等の最適な配置を実現するため、平成２９年３月に「木津川市公共施設等総合管理

計画（計画期間：平成２９年度～令和２８年度）」を策定しました。 

計画策定時に本市が保有する公共建築物は、２３７施設、総延床面積で２３７,６０５㎡となって

おり、これを現在と同規模で改修及び建替えすることを前提に将来の更新費用を推計したところ、今

ある施設をすべて維持するためには平成２９年から４０年間で総額約９４８.３億円が必要との結果

となりました。 

 

■公共建築物の将来更新費用の推計（公共施設等総合管理計画）※インフラ資産を除く 

 

 

   

 

  

 

そこで、「施設総量の適正化」、「長寿命化の推進」、「サービスの質の維持・向上」の３つの基本方針

の下、公共建築物の保有量（延床面積）を３０年間で２８％削減を目指すことを数値目標として設定

しました。 

 

■公共施設等の数量に関する数値目標の設定（公共施設等総合管理計画） 

 

 

 

 

 

なお、インフラ資産16については、市民の生活や生活基盤を支えていくうえで必要不可欠なもので

あり、公共建築物と同様に複合化や統廃合による数量の削減は適切とは言えないため、長寿命化や適

切な維持管理と補修により安全確保に努めつつライフサイクルコスト17の圧縮を目指すものとして保

有量の削減目標は設定していません。 

 

 

 
16
インフラ資産・・・道路、公園、河川、上下水道など住民の社会生活の基盤となるもの。 

17
ライフサイクルコスト・・・公共施設等の企画設計、建設、維持管理及び最終的な廃止まで要する費用の総額のこと。 

今ある施設をすべて更新した場合 

今後 40年間で必要な更新費用等：948.3億円（23.7億円/年） 

公共建築物の保有量（延床面積）を 30年間で 28％削減を目指す 

 
※30年後には現在の更新費用水準（過去 5年間）を上回らない 
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また、公共施設等総合管理計画を推進するための具体的な対応方針等となる「施設類型別個別施設

計画（第１期）」を令和元年８月に策定しており、公共施設等総合管理計画の計画期間３０年のうち、

それぞれ１０年間を１期と区分し、第１期（平成２９年度～令和８年度）では、目標削減率８％に対

して、令和３年度末現在で３％の目標達成率となっています。 

 

■施設類型別個別施設計画目標 

第１期（１０年）終了時 

（平成２９年度～令和８年度） 

第２期（２０年）終了時 

（令和９年度～令和１８年度） 

第３期（３０年）終了時 

（令和１９年度～令和２８年度） 

目標削減率８％ 

（令和３年度末の達成率３％） 
目標削減率１８％ 目標削減率２８％ 
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Ⅲ これからの行財政改革 

１．新たな改革の必要性 

我が国において２０４０年には人口減少、超高齢化が更に深刻となり、これまでの社会構造が変化

し労働力の絶対量が不足することで社会全体に様々な影響が出ることが指摘されており、総務省の自

治体戦略２０４０構想研究会がまとめた報告書において、人口減少時代にあった新しい社会経済モデ

ルの検討が必要であり、２０４０年に向けた自治体行政の基本的な考え方として、スマート自治体18

への転換や公共私によるくらしの維持などの必要性が示されています。 

こうした中にあって、本市においては、順調に人口が増加し、令和４年９月末現在では 

８０,０６２人となり、総合計画の２０２８（令和１０）年における将来目標人口である８０,０００

人をすでに達成するなど、全国的にも稀な人口増加団体となっているものの、将来、生産年齢人口の

減少と高齢者人口の増加によって、税収が減少する一方で、社会保障関連経費は更に増加することが

見込まれます。そして、今後更に限られた職員数での行政運営が求められることで、職員の育成によ

る資質向上はもとより、６５歳定年延長制度と会計年度任用職員制度の適正な運用等による定員管理

と人員配置の最適化に加え、デジタル技術の活用等による業務の効率化、民間活力の活用を図るなど、

将来を見据えた簡素で効率的な行政運営体制へと最適化する必要があります。また、これまで地域を

支えてきた様々な分野の担い手の減少による地域力の低下も危惧されるなど、本市の経営資源が制約

を受けることで従来の方法や水準で行政サービスを維持することが困難になることが懸念されます。 

さらには、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）や地球環境・気候変動など世界的な共通の課題に加え、

国が目指すＳｏｃｉｅｔｙ５.０（超スマート化社会）や、新型コロナウイルス感染症の流行による

ニューノーマル時代（新たな日常）への対応と自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）

19の推進などが求められるなど、自治体を取り巻く環境が大きく変化しています。 

 

２．新たな改革の方向性 

今回、策定する第４次木津川市行財政改革大綱（以下「大綱」という。）では、これまでの量的制限

を中心とした改革から転換し、人口減少が進み、変化が激しく不確実で将来の予測が難しい時代にあ

っても、持続可能な形で行政サービスを安定して提供し続けるため、新たな改革によって実現する 

２０４０年の未来の姿を描き、それを実現するために現在から取り組まなければならないことを考え、

そこに重点を置いた改革を推進するものです。 

新たな改革では、「地域に愛着を持ち地域に寄り添うマチオモイ20」をテーマとした協働21・共創（協

創）22によることはもとより、まちづくりの原動力としてマチオモイな職員を人材（人財）として育

成し、前例にとらわれることのない新たな視点に立った組織マネジメントへの転換を図ることで、限

られた経営資源（人、資産、財源、情報）を最大限に活用しながら、将来世代のことも考えた賢い選

 
18 スマート自治体・・・システムやＡＩ（人工知能）等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治体をいう。 

19 ＤＸ・・・ＩＣＴ（情報通信技術）の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。 
20 マチオモイⓇ・・・自分にとって大切なまちの温かみのある情景、思い出の場所、季節を感じる行事や食べ物や風景など、まちの宝物をみん

なに伝え、それらを守り続けたい。そんな願いから、地域に愛着を持ち地域に寄り添う気持ちや姿勢を「マチオモイ」と

いう言葉で表現している。 
21 協働・・・行政と市民が対等な立場で専門知識や得意分野を活かして役割分担を行い、地域課題の解決やまちづくりに取り組むこと。 

22 共創（協創）・・・行政、市民、自治会等地域団体、ＮＰＯ、企業など多様な主体が対等な立場で尊重し合い、新しい価値を生み出していく 

こと。 
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択と最適な配分によって、更なる財政の安定化に資するとともに、様々な社会的課題等へ対応しつつ、

持続可能な行財政運営の構築を目指します。 

 

■本市を取り巻く社会的課題や環境の変化 

 

 
 

•２０４０年には団塊ジュニアが６５歳以上の高齢者となり、高齢
者人口がピークを迎え労働力の絶対量が不足することで、これま
での社会構造の変化や、税収入の減、社会保障関連経費の増など
行財政運営への影響が懸念されます。

•総務省の自治体戦略２０４０構想研究会では、人口減少時代の新
たな自治体行政の基本的な考え方として、スマート自治体への転
換や公共私によるくらしの維持などの必要性が報告されています。

人口減少・超高齢化

（２０４０年問題）

•２０１５年９月の国連サミットで合意された国際社会全体の共通
目標で、２０３０年までに達成すべき１７のゴールと１６９のタ
ーゲットから構成されています。

•本市においても、ＳＤＧｓ日本モデル宣言に賛同し、目標達成に
寄与する行動を進めることを対外的に表明しました。

ＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）

•気候変動や海洋プラスティックごみ汚染、生物多様性の損失など、
地球規模での危機的な環境問題が生じています。また、地球温暖
化の進行による世界各地での異常気象による自然災害が頻発、我
が国においても災害が激甚化しています。市民をはじめ様々な主
体と連携した取組みが必要です。

地球環境・気候変動

•内閣府の第５期科学技術基本計画において提唱された、我が国が
目指すべき未来社会の姿のことで、サイバー空間（仮想空間）と
フィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会とされて
おり、狩猟社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ１.０）、農耕社会（Ｓｏｃｉｅ
ｔｙ２.０）、工業社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ３.０）、情報社会（Ｓ
ｏｃｉｅｔｙ４.０）に続く、新たな社会を指します。

•本市においても、木津川市スマート化宣言を行うなど、スマート
自治体への転換に向けた取組みを加速しています。

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０

（超スマート化社会）

•新型コロナウイルス感染症によって社会全体がこれまでの日常と
は違うニューノーマルな社会を前提とする市民の暮らしの変化へ
の対応や、国及び地方公共団体の行政事務のデジタル化の遅れが
社会問題となったことで、地方自治体のＤＸ（デジタル・トラン
スフォーメーション）の推進が求められています。

ＤＸ

（デジタル・トランスフォーメーション）
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Ⅳ 基本理念 

人口減少時代にあっても持続可能な行財政運営システムの構築に向け、この大綱では、「未来に続く

幸せ実感都市の実現に向けた 行財政運営システムの最適化」を改革によって実現する２０２８年の目

標として設定し、「まち・ひとがつながる 協働・共創（協創）の自治体」、「豊かなアイデアで 未来を

見据え 改革する自治体」、「信頼され 満足度の高い 簡素で 持続可能な自治体」といった３つの基

本理念を掲げ、「マチオモイな仲間23を増やす」、「柔軟な発想と行動で市役所の仕組みを最適化する」、

「未来を見据え賢い選択をする」ことに取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
23
マチオモイな仲間・・・地域に愛着を持ち、地域に寄り添いながら地域課題等の解決に向け協働・共創（協創）に取り組む職員と市民をはじめ

とする多様な主体の集まり。 

２０２８年に実現する改革の未来像 

未来に続く幸せ実感都市の実現に向けた 行財政運営システムの最適化 

まち・ひとがつながる  

協働・共創（協創）の自治体 

～マチオモイな仲間を増やし 

 つながりの輪をつくります～ 

豊かなアイデアで 未来を見 

据え 改革する自治体 

～柔軟な発想と行動で 最適化さ

れた市役所をつくります～ 

信頼され 満足度の高い  

簡素で 持続可能な自治体 

～未来に向け 将来世代のこと

も考え 賢い選択をします～ 

基本理念Ⅱ 基本理念Ⅰ 基本理念Ⅲ 
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人口が増加傾向にある本市においても、２０３３年の８０,３４４人をピークに人口が減少し、高

齢化が進むことが推計されます。こうした中にあっても多様化する地域課題を解決しながら持続可能

な社会と行財政運営を実現していくためには、行政は自ら担うべき役割に注力しつつ、多様な主体と

の連携によって担い手を確保することが必要となります。まちづくりの課題や目標を共有し、市と市

民、地域団体、企業、NPO法人、大学・学校など多様な主体がそれぞれの得意分野や特性を活かしな

がらつながり、共に力と知恵を出し合う協働・共創（協創）によるまちづくりを目指します。そのた

め、それを担うマチオモイな人を掘り起こし、育成、支援することで仲間を増やし、つながりの輪づ

くりに取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

市民満足度が高い行政サービスを継続して提供できるよう、職員一人ひとりが改革やイノベーショ

ン思考を持って時代の変化に柔軟かつ豊かなアイデアで的確に行動するマチオモイな職員の育成・確

保による職員力、組織力の向上に取り組むとともに、新たな視点によるマネジメントへの転換を図る

など行政システムの最適化に取り組んでいきます。あわせて、デジタル技術を積極的に活用し、場所

や時間を問わず、市民が行政サービスにアクセスでき、もれなく利便性を享受できる環境を整備する

とともに、データサイエンスに基づく施策の企画立案や検証などを通じて生産性の向上を図るなど、

市役所改革をキーワードとしたスマート自治体への転換を目指します。 

 

 

 

 

 

限られた資源の有効活用と最適な配分、新たな財源の確保に取り組むことで、将来世代に過度な負

担を先送りすることなく、子や孫の世代まで安定して行政サービスを行えるよう、持続可能な財政基

盤の構築を目指します。そのため、財政指標に基づく財政健全性の分析を踏まえた財政運営を行うこ

とはもとより、事業の成果、費用対効果等の観点から施策の評価を行い、その結果を明らかにした上

で、次年度予算に反映する政策形成・予算編成システムを構築するなど、説明責任を果たし、市民に

開かれた市政の推進を目指します。また、公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の更新や長寿

命化・統廃合等を進めながら公共施設の最適化を目指します。 

  

 

 

基本理念Ⅱ 豊かなアイデアで 未来を見据え 改革する自治体 

～柔軟な発想と行動で 最適化された市役所をつくります～ 

基本理念Ⅲ 信頼され 満足度の高い 簡素で 持続可能な自治体 

～未来に向け 将来世代のことも考え 賢い選択をします～ 

基本理念Ⅰ まち・ひとがつながる 協働・共創（協創）の自治体 

～マチオモイな仲間を増やし つながりの輪をつくります～ 
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■新たな改革の全体イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次木津川市総合計画（２０１９～２０２８） まちの将来像

子どもの笑顔が未来に続く 幸せ実感都市 木津川

人口減少・超高

齢化社会 ＳＤＧｓ

地球環境・

気候変動
スマート自治体へ

の転換

新型コロナウイルス感染症

ニューノーマル社会

第４次木津川市行財政改革大綱 ２０２８年に実現する改革の目標

「未来に続く幸せ実感都市の実現」に向けた 行財政運営システムの最適化

改革によって実現する２０４０年の未来の姿

人口減少時代においても持続可能な行財政運営システムの構築

まち・ひとがつながる

協働・共創（協創）の自治体

•パートナーシップの確

立

豊かなアイデアで

未来を見据え改革する自治体

•行政システムの最適化

•スマート自治体への転

換

信頼され 満足度の高い

簡素で持続可能な自治体

•公共施設の最適化

•持続可能な財政基盤の確

立

行財政運営シス

テムの最適化

公共施設の最適化

多様な主体との

連携・協働

職員力・組織力の

強化

社会的な課題・本市の行政課題等

理想的な未来の姿から逆算

して、現在取り組むべきこ

とを考える

２０４０年の未来の姿を実現するため 今から取り組む改革（２０２３－２０２８）

少子化による急速な人口減少

と高齢化による２０４０年問

題を見据えたパラダイム転換
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Ⅴ 重点戦略 

 

※ＳＤＧｓを構成する１７のゴール（目標） 

 

 

〔考え方・方向性〕 

将来の人口減少時代における地域の担い手不足を見据えた自助・共助・公助24のあり方を念頭に置

きながら、市民や民間事業者等の様々な人たちとの対話を進め、相互の知恵、ノウハウなど、それぞ

れが有する能力や特性を発揮しながら協働・共創（協創）の視点に立ち、持続可能なまちづくりの原

動力として共に活動・活躍できるマチオモイな仲間を増やし、ネットワーク（つながりの輪）づくり

に取り組みます。また、多くの市民が自分の住むまちの市政に関心を持ち、まちづくりの主体となっ

て市政に参画しやすい環境整備に取り組むと同時に、市の現状や課題等の情報を市民と共有し、説明

責任を果たしながら理解や共感を得ることで、本市を取り巻く社会情勢の変化への対応や課題等の解

決につながる透明性・信頼性・公平性が確保され開かれた市政の推進へとつなげていきます。 

〔主な取組内容〕 

・多様な主体との協働・共創（協創）の推進 

・あらゆる世代が参画しやすい市政の推進 

 

 

 

〔考え方・方向性〕 

人口減少、超高齢化社会の到来などによって行政の経営資源（人、資産、財源、情報）が将来大き

く制約を受けることが予想されることに加え、本市を取り巻く環境が急激に変化する中にあって、こ

れからの時代にふさわしく、将来にわたり持続可能な形で最適化された市民サービスを提供し続ける

ことが重要であり、これまでの既成概念や前例にとらわれることなく、将来の姿を予測し、どうある

べきかを考え、時代の変化や社会の要請に柔軟で臨機応変かつ的確に対応できる人材（人財）の育成

とマネジメントの強化を図り、ＰＤＣＡサイクルによって改善が繰り返される行政システムへと最適

化を図ります。また、若手職員の業務遂行能力、政策立案能力の向上や女性職員の活躍を推進すると

ともに、地方公務員法の一部改正に伴う定年延長制度の適正な運用と次世代を担う職員へのノウハウ

や技術の継承、専門分野における民間や外部人材の登用、人事交流、働き方改革によるワークライフ

バランスの実現、多様な人材が活躍できる組織体制を構築することで、職員のワーク・エンゲイジメ

ント25を高めます。  

〔主な取組内容〕 

・人材（人財）育成による職員力の強化 

・これからの時代にあった新たな視点による行政運営マネジメントへの転換による組織力の強化 

 
24 自助・共助・公助・・・「自助」は、自分自身が考え、行動し問題の解決を図るよう努めること。「共助」は、近隣の人々が助けあり協力し 

て地域づくりに取り組むこと。「公助」は、行政が法律や制度に基づき支援し、補完することであり、自助・共助・ 

公助がすべてそろって豊かな地域ができるとされる。 
25
ワーク・エンゲイジメント・・・「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、「仕事に誇りとやりがいを感じている」（熱意）、「仕事 

に熱心に取り組んでいる」（没頭）の３つが揃った状態。 

１ パートナーシップの確立 

２ 行政システムの最適化 
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〔考え方・方向性〕 

２０４０年頃には、更に少ない職員数での行政運営が必要になる可能性があり、将来を見据え限ら

れた資源で最大のサービスを提供するため、スマート自治体への転換に向け、これまでの仕事の進め

方にとらわれることなく、業務プロセスを抜本的に見直す好機と捉え、組織的な意識改革・デジタル

リテラシー26の向上、デジタル技術を活用した業務の効率化と省力化を図り、職員が最大限に能力を

発揮できる環境を整備することで、「人にしかできない」、「人がやるべき」仕事に人的資源を適正配

分するなど、行政事務をスマート化することで従来のシステムからの変革（トランスフォーメーショ

ン）を実現し、持続可能で質の高い行政サービスの提供を目指します。また、場所や時間を問わず、

市民が行政サービスにアクセスでき、もれなく利便性を享受できる環境整備に向けた取組みを推進し

ます。 

〔主な取組内容〕 

・職員の意識改革、推進体制の構築などスマート自治体に向けた取組みの加速 

・業務改革による効率性・生産性の向上によるムリ・ムダ・ムラの解消 

 

 

 

〔考え方・方向性〕 

公共施設を本市の貴重な経営資源として捉え、経営的な視点に立ちファシリティマネジメント27の

考え方を取り入れ、施設等情報の一元化、部局を超えた推進体制の整備、施設の保全管理の適正化、

未利用・低利用資産の有効活用を図り、公民連携による民間活力の活用、近隣団体との相互利用等の

推進、サービス品質向上による利用促進にも取り組む中で、市民参画による理解と協力を得ながら、

公共施設の最適化を目指します。 

〔主な取組内容〕 

・施設カルテによる保有資産の一元管理など保有資産の最適化に向けた取組みの加速 

・サービス品質の向上による利用促進など管理運営の最適化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
26 デジタルリテラシー・・・職員がデジタル技術等を利用するにあたって必要とされる知識や能力をいう。 

27 ファシリティマネジメント・・・土地・建物・設備といったファシリティを対象として、経営的な視点から設備投資や管理運営を行うことに

より、施設に係る経費の最少化や施設効用の最大化を図ろうとする活動。 

３ スマート自治体への転換 

４ 公共施設の最適化 
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〔考え方・方向性〕 

人口減少に伴い、税収の減少が見込まれる一方で、社会保障経費の増加、デジタル化の進展による

ランニングコストの増加などによって財政が圧迫され、それに伴い財政構造が硬直することが懸念

されることから、安定的に自主財源28を確保するとともに、予算編成プロセスの最適化を図り、財政

指標や客観的なデータに裏付けされ、ＰＤＣＡサイクルが有効に機能したマネジメントを推進し、規

律のある財政運営を行うことで、将来世代に過度な負担を先送りすることなく、子や孫の世代まで安

定して持続可能な財政基盤の確立を目指します。 

〔主な取組内容〕 

 ・資産等の有効活用による自主財源の確保など稼ぐ力の強化 

・財政指標等に基づく規律のある財政運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
28
自主財源・・・地方公共団体が自主的に収入し得る財源のことで、地方税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入 

金、繰越金等がこれに該当する。 

５ 持続可能な財政基盤の確立 
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Ⅵ 最適化の視点 

本計画を推進するにあたっては、次の７つの視点に立ち、取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民の視点

サービスの受け手である市民の目線
で考える

未来の視点

将来の姿を描き そこから考えて行
動する

マチオモイな視点

まちに愛着をもち 地域に寄り添う
マチオモイな人と仲間を増やす

行政サービスの視点

限られた経営資源で最大の成果を挙
げる

経営の視点

民間の優れた手法等を取り入れた行
政運営を行う

財政健全化の視点

財政規律・指標等に基づく財政運営
を行う

職員の視点

サービスの提供者である職員のワー
クエンゲイジメントを高める
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Ⅶ 計画の位置づけと計画期間 

１．計画の位置づけ 

総合計画に基づくまちづくりを、行財政改革による財政効果と最適化された行財政運営から支える

役割を担い、一体となって、まちの将来像「子どもの笑顔が未来に続く 幸せ実感都市 木津川」の

実現に向けた取組みを推進するための計画と位置づけます。 

 

２．計画期間 

総合計画の計画期間（２０１９年度～２０２８年度）との整合を図るため、計画期間を次のとおり

とします。なお、社会情勢の変化や外部の視点からの意見等にも速やかに対応するため、適宜、見直

しを行うとともに、中間年度において、検証・評価を行うことで計画を推進します。 

 

 

  

 

    

 

 

 ■総合計画など各種計画と行財政改革の関係 

 

総合計画

（目指す都市像の実現に向けた施策の展開）

各種計画・方針・指針等

財政収支計画

（施策の財政的な裏付けとなる計画）

行財政改革

（行財政運営の最適化、財政効果の創出等）

人口ビジョン

まち・ひと・しごと創生総合戦略

新たな改革方針とアクションプランによる行

財政運営システムの最適化

計画期間：２０２３（令和５）年度から２０２８（令和１０）年度までの６年間 

 

2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
（令和４年度） （令和５年度） （令和６年度） （令和７年度） （令和８年度） （令和９年度） （令和１０年度）

総合計画
中間年度

基本計画見直し

策定年度

次期方針
策定年度

行革方針
検証・見直し

計画期間

計画期間 計画期間

計画期間
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Ⅷ 推進体制と進捗管理 

１．推進体制 

本市の行財政改革を計画的かつ全庁的に推進するため、次の２つの組織を置きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２．進捗管理 

この計画を着実に推進するため、重点戦略に基づく実現戦略（アクションプラン）を策定し、具体

的なスケジュールと取組内容に応じて可能な数値目標を定め、計画的に取組みを進め、客観的な評価

基準に基づき毎年度その進捗状況を内部評価します。また、社会情勢等の変化や行政評価の結果、外

部の視点からの意見や評価結果を幅広く取り入れ、改善することで、ＰＤＣＡサイクルが機能した進

捗管理を行います。 

こうした行財政改革の推進にあたっては、すべての職員がその必要性を認識することが不可欠であ

り、引き続き意識向上に向けた各種研修や情報発信等に取り組みます。なお、進捗状況とその評価に

ついては、委員会へ報告し、外部評価等を通じて意見や提案を求めるとともに、その他の取組状況等

についても、ホームページや広報誌などを活用しながら、広く市民に公表することで、客観性・透明

性・公平性が確保され、市民に開かれた行財政改革として、取組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

市長を本部長とする全庁的な行

財政改革の推進の核となる組織 

【根拠規定】木津川市行財政改革推進本部

設置規程（平成２０年木津川市訓令第５号） 

木津川市行財政改革推進本部 

 

 

公募市民、各分野の有識者を委員

とする本市の行財政改革推進の

ための諮問機関 

【根拠規定】木津川市行財政改革推進委員

会条例（平成１９年条例第２３１号） 

 

諮問・意見聴収など 

外部視点による意見・提案など 

木津川市行財政改革推進委員会 

 



 

 

 

巻末資料 
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これまでの行財政改革の経過 

 
行財政改革大綱並びに

推進計画・行動計画 

第２次行財政改革大綱・

行動計画 

第３次行財政改革大綱・

行動計画 

策定年月 
大綱：平成２０年６月 

行動計画：平成２０年１１月 

大綱：平成２５年２月 

行動計画：平成２５年８月 

大綱：平成３０年２月 

行動計画：平成３０年８月 

計画期間 
平成２０年度～ 

平成２４年度（５年間） 

平成２５年度～ 

平成２９年度（５年間） 

平成３０年度～ 

令和４年度（５年間） 

趣旨・必要性 

◎財政的に極めて厳しい状

況であることを前提に、合併

前の旧３町が進めてきた行

財政改革の取組みを進化 

◎時代の方向性を見据え

た抜本的な行財政システム

の再構築 

◎地方分権時代において

自主・自立し、持続可能な

発展が望める自治体運営

基盤の確立 

◎合併算定替特例措置終

了に対応できる財政システ

ムの確立 

◎第１次の考え方、理念を

継承、更に進化 

◎合併算定替特例措置終

了対策 

◎生産年齢人口の減少、

扶助費の増大など歳入に

占める義務的経費の増加 

が顕著 

◎財政面での余裕がなくな

ることでまちづくりや市民サ

ービスへの影響が避けられ

ない 

◎持続可能な財政基盤の

構築が急務 

◎第１次・第２次の考え方、

基本理念を継承、内容充

実 

 

基本理念 

■共に生き、共に創る協働

の社会 

■簡素で、市民満足度の高

い自治体 

■市民と共に創る、協働の

自治体 

■簡素で市民満足度の高

い、持続可能な自治体 

■自ら考え、行動する自治

体 

■市民と共に創る、協働の

自治体 

■豊かなアイデアで、改革

する自治体 

■簡素で市民満足度の高

い、持続可能な自治体 

重点改革項目 

１．協働による「共生の市

政」の推進 

２．行政体制の再構築 

３．事務事業の再編・整理 

４．公共施設の再構築 

５．財務システムの再構築 

１．協働の市政の推進 

２．行政体制の確立 

３．事務事業の見直し 

４．公共施設の見直し 

５．財政システムの確立 

１．協働の市政の推進 

２．行財政運営体制の改革 

３．事務事業の見直し 

４．公共施設の総合管理 

５．行財政システムの確立 
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行財政改革大綱並びに

推進計画・行動計画 

第２次行財政改革大綱・

行動計画 

第３次行財政改革大綱・

行動計画 

進捗結果 

S：計画以上に進捗した 

（５項目） 

A：計画通り進捗した 

（６６項目） 

B：概ね計画どおり進捗した

（４３項目） 

S：計画以上に進捗した 

（３項目） 

A：計画通り進捗した 

（３３項目） 

B：概ね計画通り進捗した

（４９項目） 

C：計画どおり進捗しなかっ

た（４項目） 

※対象外：集約項目（４８

項目） 

〔令和３年度末〕 

S：特に良好に進捗 

（２項目） 

A：良好に進捗 

（１９項目） 

B：概ね進捗 

（４７項目） 

C：進捗に課題あり 

（９項目） 

※対象外：集約項目・終了

（４１項目） 

財政効果額 

（５年間累計） 
約３７億５千万円 約２４億９千万円 

約３７億４千万円 

（令和３年度末） 

対策方針   

基金繰入に依存することの

ない弾力性のある財政構

造への改革を目指す。 

〔普通交付税合併算定替終了対策〕 

令和３（２０２１）年度において３．５億

円以上の改革効果（対２０１７年度

比）、令和３（２０２１）年度の経常収支

比率を９６％未満に改善する。 

合併算定替終

了対策額 
― ― 約７億７千万円 

経常収支比率 

（臨時財政対策債除き） 

平成２４年度決算 

９２．９％ 

平成２９年度決算 

９５．８％ 

令和３年度決算 

８９．４％ 
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木津川市行財政改革推進委員会委員名簿 

 （敬称略・順不同）   

委員氏名 所属等 備 考 

新川
にいかわ

 達郎
たつろう

 同志社大学名誉教授 会長 

壬生
み ぶ

 裕子
ひ ろ こ

 同志社大学政策学部 嘱託講師 副会長 

原田
は ら だ

 智
さとし

 
公益財団法人京都産業２1  DX推進監兼 CISO 

（元京都府 CIO兼 CISO 情報政策統括監） 

 

森田
も り た

 宗
むね

弘
ひろ

 株式会社南都銀行 京都ブロック本部 

 

山岡
やまおか

 ナオミ 税理士 

 

山口
やまぐち

 豊
と よ

博
ひろ

 特定社会保険労務士 

 

大野
お お の

 博幸
ひろゆき

 公募委員 

 

小林
こばやし

 茂
しげ

勝
かつ

 公募委員 

 

中野
な か の

 真理子
ま り こ

 公募委員 

 

 

任期（第８期）：令和４年４月１日～令和６年３月３１日（２年間）   

  



28 

木津川市行財政改革推進委員会審議経過（第４次木津川市行財政改革大綱関係） 

 

回 開催年月日・場所 内 容 

１ 

令和４年度第１回委員会 

日時：令和４年８月３１日（水） 

午後２時～午後４時２０分 

場所：市役所本庁舎５階 全員協議会室 

・（仮称）第４次木津川市行財政改革大綱（以下

「大綱」という。）の策定に係る諮問 

・第３次木津川市行財政改革行動計画進捗状況

の報告 

・新たな改革に向けた方針等の審議 

２ 

令和４年度第２回委員会 

日時：令和４年１０月２１日（金） 

午後２時～午後３時５０分 

場所：市役所本庁舎５階 全員協議会室 

・大綱（素案）の審議 

３ 

令和４年度第３回委員会 

日時：令和４年１１月４日（金） 

午後２時～午後４時１０分 

場所：市役所本庁舎５階 全員協議会室 

・大綱（案）の審議 

・行動計画（アクションプラン）実施項目検討（案） 

の審議 

４ 

令和４年度第４回委員会 

日時：令和５年２月８日（水） 

午後３時～午後５時３０分 

場所：市役所本庁舎４階 会議室４－４ 

・大綱（答申案）の審議 

（パブリックコメント結果報告含む。） 

・行動計画（アクションプラン）(案)の審議 

・大綱の答申 

※大綱（案）に対するパブリックコメント 

［募集期間：令和４年１２月６日（火）～令和５年１月６日（金）］ 

［意見提出：１人＜８件＞（電子メール１人）］ 

［意見の反映：０件］ 
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木津川市行財政改革推進委員会条例（平成１９年６月２７日条例第２３１号） 

（設置） 

第１条 社会経済情勢の変革に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進するため、木津川

市行財政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事務は次のとおりとする。 

 （１）市長の諮問に応じ、市の行財政改革推進に関する重要事項を調査及び審議すること。 

 （２）前号の重要事項に関して、市長に意見を述べること。 

 （組織） 

第３条 委員会の委員は、９人以内で組織する。 

２ 委員は、市民及び優れた識見を有する者のうちから市長が委嘱する。 

 （１）公募により選出された市民 

 （２）識見を有する者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長１人を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

 （会議） 

第６条 委員会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによ

る。 

 （意見の聴取） 

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、説明又は意見を聴くこと

ができる。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、行財政改革担当課において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮っ

て定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （会議の招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、最初に開かれる委員会の会議は、市長が招集する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次木津川市行財政改革大綱 

木津川市 総務部 財政課 行財政改革推進室 

〒６１９－０２８６  京都府木津川市木津南垣外１１０番地９ 

ＴＥＬ：０７７４－７５－１２０２（ダイヤルイン） 

E—Mail：gyokaku@city.kizugawa.lg.jp 


